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○ テレワークで柔軟な働き方が可能になることにより、
介護・育児従事者や高齢者など、多様な人材の雇用等に貢献

特徴・
ポイン
ト

 テレワークは、働き方改革のみならず、新型コロナウイルス感染症対策の観点からも重要。
 専門家による無料相談等、中小企業等を対象としたテレワーク導入支援の取組を実施。

• ICTを利用し、時間や場所を有効に活用できるテレワークは、働き方改革
の観点に加え、新型コロナウイルス感染症対策としても有効な手段である
ことから、テレワークの更なる推進及び全国的な定着に向け、普及啓発及
び導入支援を実施。

• テレワークの全国的な定着に向け、「テレワーク・デイズ」等の広報を
通じたテレワークの呼びかけ、機運醸成や先進事例の収集・表彰
を通じた普及啓発活動等を実施。

• 中小企業を支援する団体と連携した「テレワーク・サポートネット
ワーク」による地域での支援体制の整備・運用や、専門家（テレ
ワークマネージャー）派遣を通じたシステム・情報セキュリティ等に関
する相談対応により、企業等のテレワーク導入を支援。

＜対象事業のイメージ＞

＜期待される効果＞

テレワーク・サポートネットワーク
（機能イメージ）

テレワークマネージャー
（機能イメージ）

○ テレワークを全国的に普及・定着させ、場所の制約を
受けずに働くことができることにより、地方回帰の一助に貢献
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テレワークマネージャー相談事業の実施事例
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